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Σ．はじめに
1980年代半ば以降、農村経済は大きな転換
を余儀なくされてきた。その背景には次のよう
な複合的な要因が関わっている。まず第 1次産
業においては、農産物市場の自由化の最終局面
が到来するとともに、政府の価格支持政策が後
退するなかで、「選別農政」が展開した。その結
果、生産効率をあげることが難しい中山間地域
では耕作放棄地が拡大している（宮地、2008）。
また第 2次産業は、日本企業の海外直接投資が
進展し、生産拠点が海外へ移転する一方で、
1970年代を中心に地方へ進出した生産工場が
撤退していった。さらに1980年代後半から90
年代前半に進展したリゾート開発は、当初の計
画通りに地域経済効果をもたらさなかったばか
りではなく、多額の負債を地域に残置させた。
近年では公共事業削減にともなって土木・建設
業も縮小を余儀なくされている。このような地
域経済の動向を受けて、農村部では人口の減少
とりわけ自然減少が顕著になりつつあり、集落
の縮小減少が顕在化している。こうした事態を
踏まえて、近年では農村を捉える視点として
「限界集落」（大野、2005）、「むらおさめ」（作
野、2007）、「生き残る生活圏」（山﨑、2009）な
どが提示されている。小田切（2009）は、中山
間地域において「人」「土地」「むら」の「三つ
の空洞化」に加えて、地域住民がそこに住み続
ける意味や誇りを見失いつつある「誇りの空洞
化」の進展に、中山間地域におけるより本質的
な問題をみている。
他方、地域農業を含め地域経済の活性化へ向
けた戦略の方向性に関する議論も積み上げられ
ている。6次産業型経済（小田切、2008）、産業
クラスタ （ー斎藤、2007）、コミュニティ・ビジ
ネス（石田、2008）、農商工連携（関・松永、
2009a、2009b：関、2009）などがそれである。
このような取り組みへの着目は、この間の産業
政策の展開とも関連がある。経済産業省は2001
年度から「産業クラスター計画」を推進し、国
際競争力ある産業基盤の構築と地域経済の活性
化へ向けた取り組みを強化している。また、中
小企業庁は2006年度から小規模事業者新事業
全国展開支援事業（地域資源∞全国展開プロ
ジェクト）を実施し、一次産品を活用した特産
品開発や観光プログラムの策定などを促進させ
ている。さらに、経済産業省と農林水産省は、
省庁連携によって農商工連携を促進させる事業
を2007年度より展開している。2008年には
「中小企業者と農林漁業者との連携による事業
活動の促進に関する法律」（通称：農商工等連
携促進法）と「企業立地の促進等による地域に
おける産業集積の形成及び活性化に関する法律
の一部を改正する法律」（通称：企業立地促進
法改正法）が施行した。前者の法律は、中小企
業者と農林漁業者とが有機的に連携し、それぞ
れの経営資源を有効に活用することで、双方の
経営の向上や改善を図ることを目指している。
後者の法律は、農林水産業に関連性の高い産業
の集積を促進するための法律である。さらに、
2010年には「地域資源を活用した農林漁業者等
による新事業の創出等及び地域の農林水産物の
利用促進に関する法律」（通称：六次産業化法）
が公布され、農林水産省が積極的に 6次産業の
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創出事業を展開し始めている。
これら産業（経済主体）間の連携を構築しな
がら、新商品の開発や販路の開拓（拡大）を実
現し、雇用効果や各主体の経営力の向上を目指
す動きが、複数の政策において位置づけられ、
推奨されている。高柳（2011）は、近年におい
て農商工連携に注目が集まる背景を、①既存の
地域資源を活用したり、地場企業を中心とした
内発的な地域振興が見直されるようになった
点、②「食」関連の市場規模が比較的安定して
いる点、にあると指摘している。いずれにせ
よ、こうした経済主体間の連携を鍵とした取り
組みが、今日の農村においてどのような意義を
もちえるかが問われている。
そこで本報告では、中山間地域問題が顕著に
現れている阿武隈高地を事例に、桑の特産品開
発を通した主体間連携の実態を明らかにし、そ
の取り組みが地域に与えた影響と取り組みの意
義について考察することを目的とする。
Τ．阿武隈高地における農業の変容と
　　政策受容の実態
福島県は、全国のなかでも耕作放棄地の拡大
が顕著であり、とりわけ県東部を南北に広がる
阿武隈高地と会津地方では、耕作放棄地が増加
している（宮地、2008）。福島県のなかでも、阿
武隈高地の中部から北部にかけてはかつて養蚕
地帯であった地域であり、桑園が広く展開して
いた。また、中部から南部にかけては、葉タバ
コやコンニャクの生産が盛んだった地域であ
る。桑栽培は、県内の製糸業界の縮小再編の
下、1980年代後半から急速に減少し、そのほ
とんどが遊休桑園として荒廃している（山川、
1997：宮地、2001：高野、2006）。また、葉タ
バコは1985年の専売公社の民営化、1987年か
らのタバコ輸入関税廃止の下、減反を余儀なく
されてきた。近年では、喫煙人口減少による消
費停滞の影響もあって、葉タバコの作付面積が
減少している（高野、2006）。さらに、コンニャ
クは1970年代後半以降、価格の低迷や連作に
よる生産性の低下が顕現したといわれている
（高野、2006）。そのほか、畜産部門において
は、肉牛を中心に比較的生産額を維持してきた
ものの、90年代以降その生産額は漸減傾向に
あるといえる（山川、1997：宮地、2001）。
全国農業会議所が公表したデータ 1）で、福島
県の市町村別遊休農地の実態をみると、とくに
阿武隈高地の南部と会津地方を中心に、遊休農
地（耕作放棄地）の解消が困難な自治体が広
がっていることもわかる（宮地、2008）。「遊休
農地対策データベース」に掲載されている内容
ではその量的把握は困難であるが、解消困難な
遊休農地の特徴には、①圃場整備が未整備な圃
場が多く、②農地の集団性が低く、③日照条件
も不良で、④すでに多年生の植物が覆い、⑤農
機具の搬入が不可能な圃場が多い、という共通
点が認められる（宮地、2008）。
すなわち、福島県では政府の農産物価格支持
政策の後退、市場の自由化、事業民営化等の影
響を受けながら、農業経営の縮小再編を余儀な
くされる過程で、耕作放棄地（遊休農地）の拡
大が中山間地域を中心に進んでいるといえる。
このような変化を経て、高野（2006）は県内
でも耕作放棄地の拡大が顕著な阿武隈中山間地
域における農業は、従来の小農複合経営の形態
から全域的に稲作単一（経営）化が進行してい
ると指摘している。稲作単一（経営）化への動
きは、一方でこの地域の農家がすでに兼業化を
進めていることとも関連していると思われる。
近年とくに顕著になってきている米価の下落
は、この地域の農業にさらなる縮小再編を迫る
可能性がある。
こうした地域農業の動向のなかで、中山間地
域等直接支払制度（以下、直払い制度と略記）
は阿武隈高地の水稲作および田の維持や保全に
果たす役割が認められる。宮地（2011）が分析
しているように、福島県における直払い制度の
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交付面積は、第 1期対策において2000年度の
10,907haから2004年度の15,071haへと38.2％増
加した。第 2期対策の初年度となる2005年度に
は15,779haと、全国の動向とは異なり交付面積
を増加させ、その後も2008年度の16,321haま
で増加した。2009年度は16,316haと前年度から
面積を減らしたが、第 2期対策期間に3.4％増
加した。図 1は、福島県における直払い制度の
地目別交付面積の推移を示したものである。田
の交付面積が各年度の交付総面積の85～89％
を占めている。とりわけ第 2期対策に入ると田
の交付面積割合は高まっている。図 2は、第 2
期対策最終年度の2009年度における市町村別
の交付面積を示したものである。県内で最も協
定農用地の面積が大きかったのは、二本松市の
1,599haであり、これに喜多方市1,470ha、田村
市1,276ha、いわき市1,133ha、鮫川村940haが
続く。交付面積上位10市町村のうち、阿武隈
高地を自治体の領域に含む市町村は 7、会津地
方に位置する市町村が 3であった。
田を中心に本制度の活用が進んでいる実態
は、兼業化が進展し稲作単一（経営）化へ傾倒
してきたこの地域の農家に、この制度が受容さ
れたことを意味している。しかし一方では、畑
における制度活用が進展していないことも事実
である。したがって直接支払制度は、福島県に
おいて桑園をはじめとする畑の遊休地化を阻止
することにはつながっていないと考えられる。
畑地とりわけ桑園の新たな活用方法が、阿武隈
高地における遊休桑園（農地）対策としても、
地域の生産者の経営対策としても問われてい
る。
他方で、福島県では1996年度から独自の遊休
農地の利活用対策を実施してきた（塩澤、
2008）。そのなかでは、とくに畑地の利活用を
目指した桑の再資源化へ向けた新たな模索をは
じめ、放牧やそば栽培、山菜の栽培など、多様
な取り組みが続けられている（表 1）。一部で
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図 1　中山間地域等直接支払制度の地目別交付面積の推移（福島県）
資料：福島県農村振興課公表資料より作成．
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成果をあげた取り組みもある（山川、1997）が、
これらの対策を含め、地域農業や地域経済の新
展開を模索する取り組みの実態や効果を検証す
る必要性がある。
以下では、二本松市東和地区 2）で取り組みが
始まった桑の特産品開発の実態から、その地域
的な影響と取り組みの意義について考察する。
Υ．桑を活用した特産品開発の取り組み
二本松市東和地区は、阿武隈高地の北西部に
位置している。宮地（2001）が報告しているよ
うに、福島県内でもとりわけ耕作放棄地の拡大
に直面している地域である。経営耕地面積は、
1985年に1,807haであったものが2005年には
725haへと約 6割も減少している。総農家数は
1985年の1,521戸（専業農家104戸、第 1種兼
業農家415戸、第 2種兼業農家1,002戸）から
2005年の836戸（専業農家70戸、第 1種兼業農
家64戸、第 2種兼業農家702戸）へと約45％減
少している。専業農家だけではなく、第 2種兼
業農家もコメの部分自由化によるMA（ミニマ
ム･アクセス）米の受け入れと新食糧法が施行
した1995年をピークに減少している点にも注
目する必要がある。
このような地域農業の全般的な縮小傾向のな
かで、東和町では桑園の再資源化へ向けた取り
組みが1999年より始まった（表 2）。その契機
になったのは、東京に本社を置く株式会社国際
漢方研究所が、東和町で桑茶、桑エキスの健康
食品の研究、生産を開始したことにある。国際
漢方研究所が東和町で操業を始めた理由は、日
本でも有数の桑園が広がる阿武隈高地とりわけ
東和町において原料を買い上げるとともに、そ
のことで地域農業へ貢献したいという点にあっ
た（国際漢方研究所での聞き取りによる）。
国際漢方研究所で生産する主な商品が「美露
仙寿」と「桑のしずく」である。前者は、15ml
ビン30本で18,900円、後者は（1箱1.5g×60
包）2箱セットで18,900円の販売価格となって
いる。国際漢方研究所が東和町で操業を始めた
ことで、桑の経済的価値が再び生まれるように
図 2　市町村別の中山間地域等直接支払制度交付面積（2009年度：福島県）
資料：福島県農村振興課公表資料より作成．
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表 1　福島県における遊休農地の解消を目指した主な取り組み
自治体名 取り組み事例 従前の土地利用 活動主体 開始年
田島町 アスパラガスの栽培拡大 遊休農地 生産部 1971
川俣町・飯野町 タラノメ栽培の導入 遊休桑園など JA部会 1977
月舘町 花わさび栽培の拡大 遊休桑園など 遊休農地活用組合 1978
いわき市 切り花栽培の拡大 休耕田 生産組合 1982
小高町 ウド，ダイコン栽培の拡大 遊休桑園 JA部会 1986
三春町 ピーマン産地の形成 遊休桑園など JA部会 1986
矢祭町 ユズ栽培の導入 コンニャク 生産組合 1986
只見町 ゼンマイ栽培の導入 遊休農地，畑，国有林 生産組合 1987
鹿島町 アンポ柿の導入 遊休桑園など JA，町 1988
三春町 加工トマト栽培の導入 遊休桑園など JA部会 1988
郡山市 キセル貝の飼育，桑葉の活用（健康食品開発） 遊休桑園 桑園活用組合 1989
下郷村 そば栽培の拡大 遊休農地 協議会 1989
いわき市 ギンナン栽培の導入 遊休桑園など 市協議会 1990
北塩原町 そば栽培の拡大 遊休農地 個人 1991
安達町 ピーマン栽培の導入 遊休桑園 JA部会 1992
舘岩村 コスモス（景観作物）の導入 遊休農地 森林組合ほか 1992
新地町 加工用大豆栽培の導入 遊休畑，遊休桑園 JA営農センター 1993
いわき市 桑樹皮利用による和紙生産の開始 （遊休桑園の活用） 繭生産連絡協議会 1995
白沢村 ピーマン，インゲン，サヤエンドウ栽培の拡大 遊休桑園など JA部会 1995
須賀川市 そば栽培の導入 遊休桑園など 生産者組織 1995
二本松市 花木栽培の導入 遊休桑園など 生産組合 1995
塙町 なたね栽培の導入 遊休農地 生産者組織 1995
船引町 和牛の放牧地利用 遊休桑園など 草地利用組合 1995
三春町 観光果樹園の開設 遊休桑園など JA 1995
いわき市 そば栽培オーナー制度の開始 遊休農地 営農改善組合 1996
新地町 そば栽培の導入 遊休桑園など 生産者組織 1996
東白川郡 柿栽培の拡大 コンニャク，遊休桑園 協議会 1996
山都町 ゼンマイ栽培の導入 遊休桑園 個人 1996
川内村 タラノメ栽培の導入 遊休桑園など 生産組合 1997
郡山市 景観形成のための切り花の導入 遊休桑園，休耕田 生産組合 1997
新地町 そばと花きの輪作体系の確立 遊休桑園など 生産部会 1997
須賀川市 果樹栽培（柿を中心に）の導入 遊休桑園 ？ 1997
梁川町 とうもろこしとその加工品開発 遊休桑園など 町協議会 1997
都路村 和牛放牧 遊休桑園 放牧地利用組合 1997
喜多方市 ユーカリ栽培の導入，ねぎ栽培の導入 転作田 稲作生産組合 1998
喜多方市 グリーンツーリズムの取り組み拡大 遊休農地 事業実行委員会 1998
郡山市 柿栽培の導入 遊休桑園 生産組合 1998
白河市 そば栽培の導入 遊休桑園など 生産組合 1998
田島町 山フキ栽培の導入 遊休農地 生産部会 1998
船引町 桑株の利用（桑炭の生産） 遊休桑園 生産者組織 1998
長沼町 なたね，そば栽培の導入 遊休農地，転作田 生産組合 1999
二本松市ほか 桑の活用（オガ資源化など） 遊休桑園 農林事務所 1999
資料：宮地（2008）．原データは、福島県農林水産部農山村整備グループホームページ「福島県内の遊休農地活用事例」より編集.
注．参照したホームページアドレスは次の通り．
http://www.pref.fukushima.jp/nosanson/yukyu/zireiitiran.htm
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なった。1999年12月にはこの研究所へ桑の葉
を納めるために、桑薬生産組合が25名で設立
された。東和町桑薬生産組合設立趣意書のなか
には、次のような一文が明記されている。すな
わち、「桑と桑園をもう一度よみがえらせ、桑
の生産・加工販売を通して、田畑の再生と農民
としての誇りを取り戻し、健康産業として位置
づけていくため東和町桑薬生産組合を設立いた
表 2　東和地区（東和町）における桑の特産品開発の推移
年度 主な出来事・取り組み
1999 旧東和町を拠点にして株式会社国際漢方研究所が、桑茶、桑エキスの健康食品の研究、生産を開
始。これを受けて、町内の農家25名で「桑薬生産組合」を設立（12月）。
2000 県北桑サミットに参加（2月）。
福島県養蚕試験場職員による「キセル貝・桑の実栽培講習会」が実施される（3月）。
2001 桑の実苗の接木作業を開始（4月）。
マイクロフーズジャパン来町（3月）。
2002 東和町活性化センター、国際漢方研究所への出荷を本格開始（6月）。
財団法人農工センターが来町（10月）。
2003 桑加工の検討会議が頻繁に開催される（5月、6月2回、7月2回、8月、9月2回）。
桑パウダーの町との委託契約が始まる（6月）。
河北茶生産組合（宮城県河北町）を訪問（1月）。桑茶の加工検討。
マイクロフーズジャパン（群馬県高崎市）を訪問（6月）。同　課長が東和町を訪問（3月）。
桑パウダーの加工の方向性を検討する。
この頃から、地元（旧東和町内）の菓子製造業者で桑の加工品（飴、カステラなど）が始まる。
2004 河北茶生産組合、草原社、マイクロフーズジャパン等との意見交換を重ねる（6月～11月）。
ニーズマッチング情報交換会へ参加。ニーズマッチングシンポジウムに参加（1月、2月）。
福島県試験研究機関共同研究成果発表会に参加（3月）。
2005 NPO法人ゆうきの里東和設立（6月）。
NPO法人が道の駅ふくしま東和及び東和活性化センターの指定管理者になる（7月）。
健康講習会の開催（7月）。
桑薬加工部生産者研修（アグリ福島加工施設：9月）。
ものづくり学習会（銀嶺食品工業株式会社　社長の講演：10月）→桑パンの開発、商品化。
コラッセイベントへ参加（福島市：1月）。
2006 特産プロジェクトチームが発足（6月）。
桑の実ジャム、アイス、桑茶、桑パンなどの新商品が完成、商品化。
桑パウダー、桑の実の成分分析を掲載したパンフレットが完成し、PRを活発にする。
イトーヨーカドー福島へ、2回特産品を出展（11月、1月）。
2007 ジェラートの開発。アイス販売所が開設（6月）。
道の駅の食堂「道草亭」において桑うどんなど新たなメニューづくりを進め、売り上げを伸ばす。
桑の葉、桑の実の品質改良を進める。
玄米桑茶、桑茶ティーパック、桑ほうじ茶などの開発、商品化が進む。
他店舗事業が拡大し、イトーヨーカドー福島ではゆうきの里東和の売場が常設化。
2008 NHK福島放送が、道の駅から生放送され、桑加工品の開発も報じられる（9月）。
経済産業省中小企業庁「地域資源活用企業化コーディネート活動支援事業」に採択され、
東北農業研究センターと国際漢方研究所、NPOの連携のよる新たな特産品開発が進められる。
また、年間 9回の勉強会が行われ、特産品開発、地域づくりの見識を深めた（通年）。
二本松市（旧二本松市）の菓子製造業者が、NPOの桑パウダーを使用して菓子づくりを始める。
資料：桑薬生産組合、NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協議会総会資料（各年次）より作成．
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します」とある。かつて全国でも有数の養蚕地
域として知られ、町内には1970年代にも繭の
生産量で全国一を記録した集落もある。桑園は
この地域の生産者にとって重要な経営資源であ
り、桑園の存在が養蚕地帯に生きる生産者の誇
りでもあった。その桑園が1980年代以降、急
速に減少し遊休地化していった事実は、養蚕業
に思い入れの深い生産者ほど、この地で生きる
誇りを喪失させる現象であったようにも思われ
る。先の設立趣意書には、そうした「思い」が
みてとれるのである。
組合の設立以降、2004年度までは講習会を
頻繁に開催しながら、桑薬生産組合と東和町役
場が桑の加工品開発の可能性を模索していっ
た。そのなかで、マイクロフーズジャパン（群
馬県高崎市）と河北茶生産組合（宮城県石巻
市）、草原社（福島県伊達市）、銀嶺食品工業株
式会社（福島県福島市）との出会いが生まれ
た。これら各団体との縁が生まれた背景には、
町役場職員の知人からの紹介や、以前から東和
町で有機農業に取り組む生産者と縁のある知人
が関わっている。
2005年12月に東和町は二本松市と合併し
た。これを受けて東和地区ではNPO法人ゆう
きの里東和が設立された。この法人の設立目的
は、「阿武隈山系東和地域の自然豊かな里山の
恵み、歴史と文化、景観を保全し、地域資源循
環のふるさとづくりを推進し、顔と心のみえる
交流を通して、誇りと生きがいをもって、住民
福祉と健康増進をはかり、住民主体の地域活性
化を目的とする」（NPO法人ゆうきの里東和設
立総会資料より）点にあった。すなわち、ここ
でも桑薬生産組合の設立趣意書と同様に、小田
切（2009）が指摘する中山間地域問題の深層で
進展している「誇りの空洞化」を、多様な地域
の資源を保全しながら、食い止めることが目指
されているのである。法人立ち上げに関わった
理事の一人は、東和町という自治体がなくなる
ことで「東和で生きる」ことの誇りが失われる
ことへの危機感が、NPO法人設立に関わって
いたと、当時を回顧している。
このNPO法人の事業内容は、表 3に示すよ
うに、多様な活動からなっている。その一つの
柱は、特産加工推進事業や展示販売事業など、
地域の資源を活用した新たな産品開発とその商
品化を目的としたものであり、農業から食品加
工業、小売業が連携しながら、地域に新たな経
済基盤を構築することが目指されている。第二
の柱は、安全で安心な農産物を生産し、それを
地域の住民や都市住民へ「本物の味」を提供す
る取り組みにある。第三の柱は、交流人口や移
住希望者への対応であり、第四の柱は、地域住
表 3　NPO法人ゆうきの里東和の事業内容
事業名 主な事業内容
1．特産加工推進事業 桑をはじめとする農産物の加工品開発を行う
2．展示販売事業 道の駅ふくしま東和の管理・運営を行う
3．店舗出店事業 福島県内を中心に他店舗において、東和の産品を販売する
4．食材産直事業 地元の小中学校、保育所、森林センターなどに給食や食堂へ食材を提供したり、
顧客への東和の産品を産直で販売する
5．堆肥センター・
　　営農支援事業
堆肥センターで製造された「げんき 1号」を普及させ、減農薬・減化学肥料栽培、
有機栽培の提唱し、安全・安心な農産物の供給体制を構築する
6．交流定住促進事業 小中高校生の農業、農村生活体験の受け入れ、新規就農や移住希望者の受け入れ
7．生きがい文化事業 住民に対するレクリエーションの機会をつくる
8．健康づくり事業 住民の健康づくりに関する講演会などを開催する
資料：NPO法人ゆうきの里東和パンフレットおよび各年度総会資料より作成.
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民の憩いや生きがいの場を用意する点にある。
これらは、小田切（2008）が「新しい地域産業
の構築」として示した、①第 6次産業型経済の
構築、②交流産業型経済の構築、③地域資源保
全型経済の実践、④「『小さな経済』の構築」
ともリンクする内容といえる。
先述の桑の特産品開発に関わる取り組みは、
このNPO法人の設立にともなって、それまで
の桑薬生産組合が主体となっていたものから、
NPO法人ゆうきの里東和の下で桑薬生産部会
と桑の実生産部会が組織化され、継承された。
その後、2006年になると「特産プロジェク
トチーム」が設けられ、これまでの取り組みを
背景にしながら、商品数を増やしていった。
2007年には、道の駅ふくしま東和において営業
する食堂で桑を活用したメニューが考案される
とともに、アイスクリーム販売所が完成し、桑
茶や桑の実のジェラートが商品化された。それ
らの販売は、「営利部門 3）」の売り上げ増加に
つながっている（図 3）。2008年には、それまで
の取り組みが評価され、中小企業庁の「地域資
源活用企業化コーディネート活動支援事業」に
採択され、東北農業研究センターと国際漢方研
究所、NPO法人の連携体制が組まれた。とく
に東北農業研究センターは、桑の成分分析を行
い、「血糖値の急激な上昇を抑えてくれる 4）」こ
とを実証的に明らかにした。研究機関との連携
が、桑製品の新たな商品価値を見出すことにつ
ながった。「健康桑物語」と題したパンフレッ
トの一面は、東北農業研究センターによる桑成
分分析の結果を全面に打ち出しており（図 4）、
桑製品の新たな販路開拓に役割を果たしつつあ
る。また、年間9回の勉強会が開催され、地域
資源を活かした地域活性化のための組織体制に
関する検討や、付加価値を高めるための学習、
事業者や地域間の連携体制づくりの学習などが
重ねられた。そこでは、桑加工品の商品として
の魅力やNPO法人を核とした地域づくりの方
0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000
2005 2006 2007 2008
䊅䉼䊠䊧䋨䉝䉟䉴⽼ᄁ䋩
㆏⨲੪
ฃ⸤ടᎿ
䉝䉟䉴䊶䉳䊞䊛ടᎿ
ẃ‛ടᎿ
᪀ടᎿ
ᐕᐲ
ජ౞
図 3　NPO 法人ゆうきの里東和における部門別販売額の推移
資料：NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協議会総会資料（各年次）より作成．
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向性、事業の発展を目指した連携体制のあり方
などが議論された。勉強会には、東北農業研究
センターや国際漢方研究所、㈱銀嶺食品工業な
ど、これまでもNPO法人との関わりのある団
体ばかりでなく、桑茶の開発を先駆的に実践し
てきた島根県の有限会社桜江町桑茶生産組合や
独自の特産品事業を展開してきた㈱小川の庄、
コミュニティ・ビジネスの構築へ向けた取り組
みを続けている多摩NPO協会からそれぞれ外
部講師を招聘した。また、一連の「支援事業」
には、福島大学の中小企業経営論を専攻する教
官がコーディネート役として加わり、取り組み
の方向性が度重ねて検討された。事業の報告書
には、1年間の様々な活動から得た知見が明記
されているとともに、地域に新たな事業体の設
立へ向けた準備を進める方向性も示された。
以上から、今日の東和地区における桑の特産
品開発の取り組みは、NPO法人ゆうきの里東
和が核になりながら、「農」を担う桑薬生産部
会や桑の実生産部会が、「工」を担う河北茶生
産組合、マイクロフーズ株式会社、銀嶺食品工
業株式会社、菓子製造業者、国際漢方研究所な
図 4　「健康桑物語」パンフレットに示された桑成分の紹介
資料：NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協議会パンフレットより転載．
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どや、「商」を担う道の駅ふくしま東和、県内
のスーパー、地元の菓子小売店など、「学」（研
究機関等）としての東北農業研究センターや福
島大学、営農技術指導を担う安達農業改良普及
センターとの連携が図られるなかで展開してい
るものといえる（図 5）。
Φ．桑の特産品開発が地域に与えた影響
健康食品を製造、販売する民間企業の東和地
区での操業を契機に始まった桑の特産品開発の
取り組みは、その後、NPO法人の多角的な事
業展開に支えられて拡大してきた。その地域的
な効果は、次の点にまとめられる。
第 1は、桑栽培が復活することを含め、遊休
桑園の解消につながってきた点である。2008
年現在、21.3haの桑園が復活している（写真 1）。
桑薬生産部会の会員は、木幡地区が 5名、針道
地区が 3名、戸沢地区が 3名、太田地区が 3名
となっている。戸沢地区の 3名は、桑の栽培面
積が1.2haから2.9haと他地区と比較して規模が
大きい。桑の実生産部会の会員は、戸沢地区 6
名、木幡・針道・太田地区が各 3名、旧町の隣
町だった安達地区が1名となっている。桑の実
生産部会の会員の栽培面積は、15aから60aと
小規模な農家が多い傾向にある。また、遊休桑
園の桑の木を伐根し、ねぎや玉ねぎをはじめと
する野菜やイチジクなどの果樹の作付けが進
み、合計で約78haの遊休桑園が解消されたと
いわれている。野菜や果実は、道の駅ふくしま
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図 5　東和地区における桑の特産品開発に関わる主体間連携図
資料：NPO法人ゆうきの里東和での聞き取り調査より作成．
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東和に設けられた直売所を中心に販売されてい
る。
第 2は、桑を中心に新たな加工品開発が進ん
だ結果、写真 2に示した桑茶・桑パウダーをは
じめ東和地区における特産品が多様化し、販売
促進にともなう経済効果が現れつつある点にあ
る（図 3）。桑に関連した特産品は2008年現在、
20品目を超え、それらの多くが道の駅や県内
のスーパー等で販売されている。この取り組み
を主導しているNPO法人では、事業展開を支
える「営利部門」が登場し、桑の加工品を含め
て売り上げを伸ばしている。図 6に示したよう
に、桑の加工品は、地域の生産者に新たな所得
源を創出しているとともに、加工過程を経て
NPO法人に付加価値販売の効果がもたらされ
ている。この結果、道の駅ではパート労働者も
含めて、約30名の雇用が生まれている。
第 3は、第 2とも関連して、道の駅ふくしま
東和や他店舗販売、学校給食等への地場農産物
の活用が進み、NPO法人の事業が拡大すると
ともに、そこに関わる生産者の経営にも一定の
効果が生まれつつある点にある。道の駅ふくし
ま東和に野菜等を出荷する生産者は約40名で
あり、その作付規模は15aから40a程度の農家
が圧倒的に多い。高齢化が進展している東和地
区で、そうした生産者が小規模な生産ながらも
農業所得を得ることができている事実は、コ
ミュニティ・ビジネスとしての意義を考える上
でも評価できるように思われる。
第 4は、このような近年の動向が、東和地区
の新たな魅力の創出にもつながっている点であ
る。そのことが住民の東和地区で暮らすことの
誇りにつながりつつある。NPO法人事業の一
部門である交流定住促進事業の下で、新規就農
者 6組10名（2008年度末現在）が定住し、県
外の小中学校・高等学校の生徒約150名の農業
体験を受け入れている。県外の子供たちや「田
舎暮らし」を望む移住希望者から、東和地区の
魅力を評価してもらうことで、自信や誇りにつ
ながりつつあるという（NPO法人理事の談）。
桑の特産品開発が、桑の葉や桑の実の生産者に
留まらず広く地域全般の活性化へと波及効果を
生みつつあるように思われる。
このような実態は、結果として先に示したよ
うな産業政策の補助事業の対象に採択された
り、総務省・全国過疎地域自立促進連盟による
「平成21年度過疎地域自立活性化優良事例表
彰」として評価を受けたりするなど、他者から
注目されるようになった。桑薬生産組合や
NPO法人ゆうきの里東和の立ち上げ時に意識
されていた東和地区で暮らすことの誇りが、こ
うした「社会的評価」によって増大していくこ
写真 1　復活した桑園（2008年10月）
筆者撮影
写真 2　 道の駅ふくしま東和で販売されている桑
茶・桑茶パウダー（2008年10月）筆者撮影
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とも期待される。
Χ．まとめ
本稿では、耕作放棄地の拡大に悩まされてき
た阿武隈高地を事例に、桑の特産品開発の実態
を明らかにしながら、その地域的影響について
検討してきた。最後に、一連の特産品開発の取
り組みが中山間地域にある東和地区の産業や地
域活性化にどのような意義をもちえたのかを考
察する。　
確かに、桑の特産品開発は、新たな産業づく
り、地域づくりへ連動する契機となってきた。
当初は国際漢方研究所によって、その後は多様
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図 6　桑葉加工の流れと原料・製品単価
資料：NPO法人ゆうきの里東和での聞き取り調査より作成．
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な企業や公的機関などとの連携が構築されるな
かで、一定の経済効果を生んできたことが、こ
の取り組みの継続につながっている。この取り
組みは、耕作の断念を余儀なくされた桑という
資源を再資源化する過程で、住民のもつ旧来か
らの人的ネットワークをも活用しながら、これ
までにない多様な製品開発につなげてきたとこ
ろに特徴がある。遊休地化を余儀なくされてい
た桑を経済価値あるものへと変化させたこと
が、一連の取り組みの第一の意義といえる。ま
た、そうした商品開発が一定の軌道に乗ること
ができたのは、近年の健康食ブームであり、新
たな市場の創造を目指した取り組みであったこ
ととも関連している。「条件不利地域問題」を
顕現させにくい市場環境下で、東和地区の取り
組みは成果をあげることができた。この点に第
二の意義があるといえる。さらに、「できる範
囲」から始まった取り組みが新たな成果を生
み、それを自信に新たな取り組みへと昇華させ
ている実態は、新聞やテレビ等で取り上げられ
る対象になりながら、総務省・全国過疎地域自
立促進連盟によって表彰されるなどの「社会的
評価」を得るまでになった。桑の健康食材とし
ての価値を丹念に見出し、それを様々な製品へ
加工する方法を見出してきた過程そのものが、
東和地区で生きる生活基盤と誇りを保持する行
為でもあったといえるだろう。小田切が中山間
地域問題の深層で進展しているとした「誇りの
空洞化」を食い止めることにも連なりつつある
点に、この取り組みの第三の意義があるといえ
よう。
一方で、東和地区における桑の特産品開発事
業は、次のような検討課題に直面している。
第 1は、桑の特産品開発事業をより拡大させ
ていくために、製品の売り上げの伸長が不可欠
である。今後の事業規模を見定めながら、新た
な販路獲得へ向けて商品性を強く打ち出したプ
ロモーション活動が求められる。この点は後述
するように、現在この取り組みを牽引する
NPO法人（特定非営利法人）としての活動と
どのように調和的でいられるかという課題にも
連なってくる。第 2は、主体間連携による地域
内の経済循環を創出していくために、加工過程
の地域内での実現へ向けた検討が進められてい
る（NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり
協議会、2009）。こうした新たな取り組みの方
向を実現できる技術修得や設備投資を可能にす
る資金確保の可能性が問われている。それゆ
え、地域の金融機関との連携も重要になってく
ると考えられる。高柳（2011）は、農商工連携
の取り組みを地域内の主体間連携で完結させる
のではなく、地域外の主体との連携を通して経
済効果を生み出すことの重要性を指摘している
が、この点の如何を含めた今後の方向性の検討
もまた求められている。第 3は、NPO法人が地
域づくりへの貢献の一方で、産業づくりの核と
なり続けることの「限界」もみえ始めている点
である。それは、事業展開のスピード感や資金
調達、先に述べた営業の重要性などの面にみて
とれる。営利法人をいかに立ち上げ、継続的な
事業展開を実現していく方向性の検討が、一定
の成果をあげた東和地区の桑の特産品開発事業
において求められる時期にきていると考えられ
る。
　本研究は、科学研究費補助金基盤研究（A）「商品化
する日本の農村空間に関する人文地理学的研究」（代表
者：田林明、課題番号：19202027）と科学研究費補助
金基盤研究（B）「現代山村における非限界集落の存立
基盤に関する研究」（代表者：西野寿章、課題番号：
22320172）の研究成果の一部である。
　本報告の骨子は、2009年度日本地理学会秋季学術大
会（於；琉球大学）にて開催された「産業と経済の地
理学研究グループ」および産業学会東部支部例会
（於；中央大学）、地理空間学会第6回例会（於；筑波大
学）において報告した。
　現地調査に際しては、二本松市役所東和支所産業建
設課、NPO法人ゆうきの里東和の皆様、とりわけ菅野
正寿氏に資料提供を含め大変お世話になりました。末
筆ながら記して厚く御礼申し上げます。
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注
1）このデータは、農林水産省が2000年度に実施した
「平成12年度遊休農地実態調査」の結果を基に、全
国農業会議所が都道府県別、市町村別に加工・集
計したものである。2008年1月15日現在、次のアド
レスで閲覧できる。
http://www.nca.or.jp/Nochi/yukyu-db/Yuukyu/index.
html（宮地、2008）
2）旧安達郡東和町を指しているが、基本的に本稿で
は二本松市東和地区と表現する。ただし、二本松
市と合併する2005年12月以前の記述は東和町とす
る。
3）図 3において「営利部門」に該当するものは、道
草亭（食堂）とナチュレ（アイス販売所）の販売
額である。
4）東北農業研究センター寒冷地バイオマス研究チー
ムの木村俊之主任研究員が、桑の葉に含まれる
「1－デオキシノジリマイシン」を摂取すると、消化
管でのα－グルコシダーゼ活性が阻害され、食後の
血糖値上昇を抑制する効果があることを明らかに
した（NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協
議会、2009）。
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